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は　し　が　き

　毎月勤労統計調査（厚生労働省所管）は、統計法に基づく基幹統計調査で、

労働者の雇用状況や賃金、労働時間について、５人以上の常用労働者を雇用

している事業所を対象に毎月実施しております。

　県ではその調査結果を「毎月勤労統計調査地方調査結果速報」として毎月

公表しておりますが、この度「平成２８年毎月勤労統計調査地方調査結果報

告」として、平成２８年平均の詳細データのほか、平成２８年１月から１２

月までの月報データ、並びに毎年７月に実施している常用労働者４人以下の

事業所を対象とした特別調査結果を含めてとりまとめました。

　本報告書を本県の労働・経済施策の基礎資料として、また企業経営等の参

考資料として広くご利用いただければ幸いです。

　この調査にあたり、多くの事業所の方々と関係各位に御協力をいただきま

した。厚く御礼申し上げますとともに、今後も御協力賜りますようお願い申

し上げます。

　平成３０年２月

　　　　　　　　　　　　　　　秋田県企画振興部長　　佐々木　　　司
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Ⅰ　毎月勤労統計調査地方調査の説明

１　調査の目的

　　毎月勤労統計調査は、統計法に基づく基幹統計であり、全国及び都道府県における雇用、給与及び

　労働時間について毎月の変動を明らかにすることを目的として実施している。

２　調査の対象

　　この調査は、日本標準産業分類（平成１９年１１月改定）に定める「鉱業 ,採石業 ,砂利採取業」、

「建設業」、「製造業」、「電気･ガス･熱供給･水道業」、「情報通信業」、「運輸業 ,郵便業」、「卸売業 ,小

売業」、「金融業 ,保険業」、「不動産業 ,物品賃貸業」、「学術研究 ,専門・技術サービス業」、「宿泊業 ,

飲食サービス業」、「生活関連サービス業 ,娯楽業（その他の生活関連サービス業のうち家事サービス

業を除く）」、「教育 ,学習支援業」、「医療 ,福祉」、「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類さ

れないもの、外国公務を除く）」に属し、常時 5人以上の常用労働者を雇用する民営、国営及び公営

の事業所のうち厚生労働大臣が指定するものについて統計調査を行う標本調査である。本県において

は、常時 30 人以上の常用労働者を雇用する事業所（第一種事業所）約 300 事業所と常時 5人以上 29

人以下の常用労働者を雇用する事業所（第二種事業所）約 240 事業所について地方調査を行っている。

３　調査の体系と沿革

 （1）調査の種類

 （2）調査の機構

 （3）調査の沿革

　　　この調査の前身は、大正12年から内務省が毎月実施した職工賃銀毎月調査、鉱夫賃銀毎月調査に

遡る。戦後は労働省が実施主体となり、昭和26年から全国調査（規模30人以上）に加え地方調査を
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実施、平成２年には、規模５人以上の統計を全国調査及び地方調査で行うようになった。調査産業

は、昭和26年までは農林漁業、建設業、サービス業及び公務を除く産業についてのみ実施されてい

たが、同27年には建設業、同29年にはサービス業の一部が加わり、同46年にサービス業全体が全国

調査の対象に、同47年からは地方調査でも調査対象となった。

　なお、産業分類の改定（平成19年11月）に伴い、現在の調査産業は16大分類になっている。

４　調査結果の利用

　　毎月勤労統計調査の利用は多岐に渡るが主なものを次に掲げる。

　◇　雇用保険における失業給付基本手当日額の改訂（雇用保険法）

　◇　労災保険における保険給付基礎日額の改訂（労働者災害補償保険法）

　◇　未払賃金立替払い事業（(独)労働者健康福祉機構）における立替払 高限度額の決定　

　◇　人事院勧告の基礎資料

　◇　月例経済報告（月例経済報告等に関する関係閣僚会議へ提出）の資料

　◇　内閣府が作成発表する景気動向指数、国民所得推計の資料

　　なお、都道府県別統計では県内の景気動向指数の作成、県民経済計算等に利用されている。

　　このほか、公共料金の決定の基礎資料や民間企業における製品単価などの人件費を決める基礎資

　料、交通事故などの補償などの損失利益の算出の基礎資料等としても利用されている。

５　用語の定義

 （1）常用労働者

 （2）現金給与額

　　　現金給与とは、所得税、社会保険料、組合費等を差し引く前のいわゆる税込額のことである。

　　「現金給与総額」

　　　「きまって支給する給与」と「特別に支払われた給与」との合計金額である。

　　　　　　　　　現金給与総額　＝　きまって支給する給与　＋　特別に支払われた給与
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　　｢きまって支給する給与」

　　　事業所の給与規則等にあらかじめ定められている支給条件、算定方法によって支給される給与の

　　ことで、いわゆる月例給与のこと。基本給のほか扶養手当、精勤手当、職務手当、超過勤務手当等

　　を含む。

　　　　　　　　　きまって支給する給与　＝　所定内給与　＋　所定外給与

　　「所定内給与」

　　　きまって支給する給与のうち所定外給与（超過労働給与）以外のもの。

　　「所定外給与」（超過労働給与）

　　　所定の労働時間を超える労働に対して支給される給与や、休日労働、深夜労働に対して支給され

　　る給与のことであり、時間外手当、休日勤務手当、深夜手当等である。

　　「特別に支払われた給与」

　　　現金給与のうち、きまって支給する給与を除いた部分で、次のいずれかである。

　　　(ｲ）夏・冬の賞与、期末手当等の一時金

　　　(ﾛ）３カ月を超える期間で算定される手当等

　　　(ﾊ）ベースアップ等行われた場合の差額追給分

　　　(ﾆ）支給事由の発生が不確実なもの（結婚手当等）

　(3）出勤日数

　　　調査期間中に労働者が実際に出勤した日数である。事業所に出勤しない日は、有給であっても出

　　勤日にならないが、１日のうち１時間でも就業すれば出勤日となる。

　(4）実労働時間数

　　　実労働時間数とは、調査期間中に労働者が実際に労働した時間数のことである。休憩時間は

　　除かれ、手待時間は含める。本来の職務外として行われる宿日直の時間は含めない。

　　「総実労働時間数」

　　　「所定内労働時間数」と「所定外労働時間数」の合計である。

　　　　　　　　　総実労働時間数　＝　所定内労働時間数　＋　所定外労働時間数

　　「所定内労働時間数」

　　　事業所の就業規則等で定められた正規の始業時間と終業時刻との間の休憩時間を除いた実労働時

　　間数のことである。

　　「所定外労働時間数」

　　　早出、残業、臨時の呼出、休日出勤等の実労働時間数のことである。

　(5）入職率、離職率

　　「入職率」

　　　調査期間中に採用、転勤等で入職（同一企業内の事業所間の異動も含む。）した常用労働者数を

　　前調査期間末の全常用労働者数で除し百分率化したもの。

　　「離職率」

　　　調査期間中に退職、転勤等で離職（同一企業内の事業所間の異動も含む。）した常用労働者数を

　　前調査期間末の全常用労働者数で除し百分率化したもの。
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６　統計数値の算定及び公表

 （1）各種平均値の算定方法

　　　各産業分類計の１人平均現金給与総額等の数値は、単位集計産業、単位集計規模ごとに現金給与

　　支給総額、延実労時間数、延出勤日数の調査票合計値に、下記の推計比率を乗じて得られる値を合

　　計し、同様にして算定した前月末及び本月末推計労働者数の合計の平均値で除して求める。なお、

　　推計比率は単位集計産業、単位集計規模ごとに異なる。また、常に男女計の比率を用い、性別就業

　　形態別には行わない。

　　前月末、本月末推計労働者数　＝　調査票の前月末分、本月末分合計値　×　推計比率

 （2）母集団労働者数

　　　母集団労働者数は、原則として単位集計区分ごとの前月末推計常用労働者数である。経済センサ

　　スにより 新の母集団労働者数が判明した場合は、同調査から作成した常用労働者数を使用する。

 （3）賞与の集計

　　　夏季（６月～８月）及び年末（11月～１月）に支給された特別給与のうち賞与、期末手当等を夏

　　季及び年末毎に各月分を合計したものを夏期賞与又は年末賞与として（賞与の支給を行った事業所

　　の常用労働者１人平均）として集計している。第二種事業所については７月及び１月に調査地区の

　　入れ替えを行っているため、賞与集計は行わない。

 （4）公表の除外

　　　「鉱業 ,採石業 ,砂利採取業」、「建設業（30 人以上の事業所）」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、

　　「不動産業 ,物品賃貸業」、については、調査事業所が僅少なため公表から除外しているが、調査産

　　業計には含まれている。

７　指数の作成並びに抽出替えに伴うギャップ修正及び基準時更新

 （1）指数の作成

　　　本調査では、調査結果の時系列的利用の便を図るため、賃金、労働時間、雇用者数について平

　　成 27 年の平均を 100 とする指数（小数点以下第 1 位）を計算し、時系列統計表の形式で提示して

　　いる。年平均値は毎月の指数を単純平均したもので、対前年増減率は前年及び本年の指数を比較し

　　て算出した値である。実質賃金指数については、賃金指数を消費者物価指数（持家の帰属家賃を除

　　く総合）で除して算出した値である。また常用雇用指数とは、平成 27 年を 100 とする常用労働者

　　数の比率のことである。
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 （2）抽出替に伴うギャップ修正

　　イ　抽出替

　　　　本調査では、定期的に第一種事業所の抽出替（調査対象事業所の入替え）を行っている。

　　　　抽出替は事業所に関する 新情報を反映させるため、総務省実施の「事業所・企業統計調査」

　　　による名簿が改訂されるたびに行われてきた。「事業所・企業統計調査」は平成21年から「経済

　　　センサス」に統合されている。 近では、平成27年1月時点で抽出替えを実施している。

　　ロ　ギャップ修正

　　　　抽出替で調査対象事業所を入れ替えると、過去の調査結果との時系列比較でギャップを生じる。

　　　このため抽出替えの度ごとにギャップ修正を行う。 近では、平成27年１月の抽出替に伴い５人

　　　以上及び30人以上の集計区分において、賃金指数及び労働時間指数について過去に遡って指数を

　　　改訂した。（調査結果である実数値については調整を行わないため、時系列比較は原則として指

　　　数により比較することとなる。）

 （3）基準時更新

　　　基準時更新とは、指数の基準年を西暦年の末尾が0又は5のつく年に変更する改訂のことである。

　　 近では平成29年１月において、平成28年12月までの賃金指数、労働時間指数及び常用雇用指数を

　　平成27年(2015)平均の指数が100になるように改訂している。改定値の年報への掲載は本年報（平

　　成28年）から行っている。

 （4）抽出替え実施状況

８　新産業分類に基づく指数の作成

　　日本標準産業分類の改訂（平成19年１月）に伴い、平成22年１月分から改訂後の産業分類に基づき

　集計している。本年報では「宿泊業,飲食サービス業」及び「サービス業」については新産業分類に

　基づく集計による新しい指数となっている。その他の産業においては、変動が３％以内に収まるため、

　単純に新旧指数を接続させている。（次ページ参照）
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９　ギャップ修正が行われた場合の数値を比較する上での注意点

　　ギャップ修正が行われた場合には、賃金、労働時間の対前年比較において、実数が減少しているに

　も関わらず、対前年増減率が増加しているなどといった「逆転現象」が生じることがある。

　　これは「指数」とその前年比がギャップを解消するため過去に遡って数値を改定するのに対して、

　調査結果である「実数値」そのものの改定は行わないこととされているため生じる現象である。

　　従って、長期的な分析を行う場合は指数を利用すべきである。

【ギャップ修正の考え方】

　① 抽出替え（前頁参照）により新旧調査結果の間にギャップ（差異）が生じる

　② このギャップは期間中にサンプルの偏りが生じたためだとみなす

　③ 前回の抽出替え時に遡ってギャップを反映させた指数に修正する

　④ これにより時系列的に連続性が保たれる

　※　このほか、実質賃金の改訂、基準数値の算出、指数の基準時更新などがあるが、詳細は厚生労働省

　　　ＨＰ「毎月勤労統計調査全国調査で作成している指数等の解説」に掲載している。

　　　　　http://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/monthly/sisuu/sisuu.html



Ⅱ　平成28年地方調査結果の要約
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平成28年地方調査結果の要約
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Ⅲ　　結　　果　　の　　概　　要

（事業所規模５人以上）

・　統計表の数値は端数処理等をしているので、個々の数値の合計及び対前年比等は一

　致しない場合がある。

・　平成27年１月のギャップ修正により、実数値の増減と指数の増減が一致しない場合

　がある。
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平成28年地方調査結果の概要
（事業所規模５人以上）
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統　　　　計　　　　表

（事業所規模５人以上）
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第
１
表
　
＜
産
業
別
及
び
性
別
＞
常
用
労
働
者
の
１
人
平
均
月
間
給
与
額
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※
「
そ
の
他
の
製
造
,
な
め
し
革
」
の
「
そ
の
他
の
製
造
」
と
は
、
貴
金
属
、
装
飾
品
、
時
計
、
楽
器
、
玩
具
・
運
動
用
具
、
事
務
用
品
、
漆
器
、
畳
な
ど

※
「
Ｅ
一
括
分
２
」
と
は
、
家
具
・
装
備
品
、
パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
工
品
、
化
学
、
石
油
・
石
炭
、
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
、
ゴ
ム
、
鉄
鋼
、
非
鉄
金
属
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※
　
Ｍ
一
括
分
　

＝
　
（
飲
食
店
、
持
ち
帰
り
・
宅
配
飲
食
サ
ー
ビ
ス
）
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第
２
表
　
＜
産
業
別
及
び
性
別
＞
常
用
労
働
者
の
１
人
平
均
月
間
出
勤
日
数
・
実
労
働
時
間
数
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※
「
そ
の
他
の
製
造
,
な
め
し
革
」
の
「
そ
の
他
の
製
造
」

と
は
貴
金
属
、
装
飾
品
、
時
計
、
楽
器
、
玩
具
・
運
動
用
具
、
事
務
用
品
、
漆
器
、
畳
な
ど

※
「
Ｅ
一
括
分
２
」
と
は
、
家
具
・
装
備
品
、
パ
ル
プ
・
紙

・
紙
加
工
品
、
化
学
、
石
油
・
石
炭
、
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
、
ゴ
ム
、
鉄
鋼
、
非
鉄
金
属



- 36 -

※
　
Ｍ
一
括
分
　
＝
　
（
飲
食
店
、
持
ち
帰
り
・
宅
配
飲
食
サ
ー
ビ
ス
）
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第
３
表
　
＜
産
業
別
及
び
性
別
＞
常
用
労
働
者
数
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第４表　現金給与総額の動き
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第５表　きまって支給する給与の動き
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第６表　所定内給与の動き
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第７表　常 用 雇 用 の 動 き
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第８表　労働時間の動き（8－1）
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第８表　労働時間の動き（8－2）
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第８表　労働時間の動き（8－3）
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第９表　産業別名目賃金指数（現金給与総額）

第10表　産業別名目賃金指数（きまって支給する給与）
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第11表　産業別実質賃金指数（現金給与総額）

第12表　産業別実質賃金指数（きまって支給する給与）
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第13表　産業別常用雇用指数

第14表　産業別労働時間指数（総実労働時間）
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第15表　産業別労働時間指数（所定内労働時間）

第16表　産業別労働時間指数（所定外労働時間）
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結　　果　　の　　概　　要

（事業所規模３０人以上）

・　統計表の数値は端数処理等をしているので、個々の数値の合計及び対前年比等は一

　致しない場合がある。

・　平成27年１月のギャップ修正により、実数値の増減と指数の増減が一致しない場合

　がある。
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平成28年地方調査結果の概要
（事業所規模30人以上）
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統　　　　計　　　　表

（事業所規模30人以上）
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第
１
表
　
＜
産
業
別
及
び
性
別
＞
常
用
労
働
者
の
１
人
平
均
月
間
給
与
額
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※
「
そ
の
他
の
製
造
,
な
め
し
革
」
の
「
そ
の
他
の
製
造
」

と
は
、
貴
金
属
、
装
飾
品
、
時
計
、
 
 
楽
器
、
玩
具
・
運
動
用
具
、
事
務
用
品
、
漆
器
、
畳
な
ど
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※
「
Ｅ
一
括
分
２
」
と
は
、
家
具
・
装
備
品
、
パ
ル
プ
・
紙

・
紙
加
工
品
、
化
学
、
石
油
・
石
炭
、
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
、
ゴ
ム
、
鉄
鋼
、
非
鉄
金
属
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※
　
Ｍ
一
括
分
　

＝
　
（
飲
食
店
、
持
ち
帰
り
・
宅
配
飲
食
サ
ー
ビ
ス
）
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第
２
表
　
＜
産
業
別
及
び
性
別
＞
常
用
労
働
者
の
１
人
平
均
月
間
出
勤
日
数
・
実
労
働
時
間
数
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※
「
そ
の
他
の
製
造
,
な
め
し
革
」
の
「
そ
の
他
の
製
造
」

と
は
貴
金
属
、
装
飾
品
、
時
計
、
楽
器
、
玩
具
・
運
動
用
具
、
事
務
用
品
、
漆
器
、
畳
な
ど
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※
「
Ｅ
一
括
分
２
」
と
は
、
家
具
・
装
備
品
、
パ
ル
プ
・
紙

・
紙
加
工
品
、
化
学
、
石
油
・
石
炭
、
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
、
ゴ
ム
、
鉄
鋼
、
非
鉄
金
属



- 82 -

※
　
Ｍ
一
括
分
　

＝
　
（
飲
食
店
、
持
ち
帰
り
・
宅
配
飲
食
サ
ー
ビ
ス
）
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第
３
表
　
＜
産
業
別
及
び
性
別
＞
常
用
労
働
者
数
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※
「
Ｅ
一
括
分
１

」
と
は
、
汎
用
、
生
産
用
機
械
器
具

※
「
Ｅ
一
括
分
２

」
と
は
、
家
具
・
装
備
品
、
パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
工
品
、
化
学
、
石
油
・
石
炭
、
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
、
ゴ
ム
、
鉄
鋼
、
非
鉄
金
属
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※
「
Ｍ
一
括
分
」

と
は
、
飲
食
店
、
持
ち
帰
り
・
宅
配
飲
食
サ
ー
ビ
ス
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第４表　現金給与総額の動き
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第５表　きまって支給する給与の動き
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第６表　所定内給与の動き
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第７表　常 用 雇 用 の 動 き
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第８表　労働時間の動き（8－1）
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第８表　労働時間の動き（8－2）
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第８表　労働時間の動き（8－3）
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第９表　産業別名目賃金指数（現金給与総額）

第10表　産業別名目賃金指数（きまって支給する給与）
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第11表　産業別実質賃金指数（現金給与総額）

第12表　産業別実質賃金指数（きまって支給する給与）
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第13表　産業別常用雇用指数

第14表　産業別労働時間指数（総実労働時間）



- 97 -

第15表　産業別労働時間指数（所定内労働時間）

第16表　産業別労働時間指数（所定外労働時間）
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Ⅳ　毎月勤労統計調査特別調査
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毎月勤労統計調査特別調査の説明

調 査 結 果 の 概 要
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第１表　＜産業及び性別＞常用労働者数、月間出勤日

する現金給与額及び過去１年間に特別に支払
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われた現金給与額（事業所規模１～４人）

数、１日の実労働時間数、月間きまって支給
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第
２
表
　
＜
年
次
別
＞
き
ま
っ
て
支
給
す
る
給
与
、
特
別
に
支
払
わ
れ
た
給
与
、
労
働
時
間
数
、
常
用
労
働
者
数

（
事
業
所
規
模
１
～
４
人
）



参　　　　　　考

 （ 調 査 票 様 式 ）
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